
清須市中小企業振興基本条例の策定について 

１．背景 

平成 11 年、中小企業基本法改正において、「地方公共団体の責務（第 6条）」が新たに盛り込まれ、「地

方公共団体は中小企業に関し、国との適切な役割分担を踏まえ、自然的経済的社会的諸条件に応じた施策

を制定し、及び実施する責務を有する」と明示され、地域の実情にあった独自の中小企業振興が唱えられ

るようになりました。 

「中小企業振興基本条例」は、地域経済を支える中小企業を地域一体となって支え、振興を図る方向性

を示す条例として、愛知県及び県下の 33市町が既に条例を制定しており、令和以降では 18市町が制定す

るなど制定済みの自治体が増えつつあります。 
   

【参考：県及び県下自治体における条例制定状況】 

制 定 年 度 自  治  体  名 

平成 24 年 安城市、愛知県 

平成 25 年 名古屋市、知立市、高浜市 

平成 27 年 常滑市、新城市、大府市、豊明市 

平成28年～31年 小牧市、刈谷市、犬山市、東海市、尾張旭市、みよし市、美浜町 

令和元年以降 瀬戸市、大口町、扶桑町、江南市、岩倉市、東郷町、長久手市、蒲郡市、日進市、豊橋市、春日井市、

稲沢市、知多市、田原市、西尾市、幸田町、武豊町、豊山町 

 

上記の状況と関係機関からの要望を踏まえ、本市においても、今後の産業振興施策の根幹となる「中小 

企業振興基本条例」を策定し、令和９年４月の施行を目指します。 

 

２．中小企業振興基本条例のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．策定スケジュールについて 
 

令和 8年度 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 R9.4 月 

アンケート調査              

素案作成    ○          

検討会（全 2 回）     ○   ○      

パブリックコメント              

条例案提出         ○     

議決            ○  

条例施行（予定）             ○ 

 

４．清須市の産業特性について 

⑴ 産業特性（※「清須市第３次総合計画」より抜粋） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 小規模事業者数（※出典：総務省「経済センサス活動調査」（令和 3年）） 

事業者数（件） 2,517 内 小規模事業者 1,938 従業員：製造業その他 20 人以下、商業・サービス業 5 人以下 

 

資料１ 

↑市内事業者のうち、小規模事業者が占める割合は 76％と 

大きな割合を示している 


